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【学校支援・助成グループ】

１　公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金の適正かつ効率的な配分と市町村立学校施設の整備を促進するための指導と助言に努めた。

· 根拠法令

· 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律

· 学校施設環境改善交付金交付要綱

· 地震防災対策特別措置法

· 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（1）交付決定額

公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金　　　　　　　（単位：千円）

	年　　度
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	交付決定額
	12,862,091
	11,809,791
	6,798,883


	交　　付　　決　　定
	負　担　率
（算定割合）

	負担金事業名
	令　和　２　年　度
	

	
	件　数
	面積(㎡)
	負担補助金額(千円)
	

	小学校校舎の
新増築事業
	14
	16,571
	2,028,518
	1/2

	中学校校舎の
新増築事業
	8
	6,026
	808,536
	1/2

	小学校屋内運動場
の新増築事業
	3
	878
	124,576
	1/2

	中学校屋内運動場
の新増築事業
	3
	1,218
	190,737
	1/2

	負担金計
	28
	24,693
	3,152,367
	


	交　　付　　決　　定
	交　付　率
（算定割合）

	交付金事業名
	令　和　２　年　度
	

	
	件数
	面積(㎡)
	負担補助金額(千円)
	

	危険建物等の改築
事業（小中）
	29
	10,843
	1,214,834
	1/3

	不適格改築事業
	2
	2,190
	173,908
	1/2(特措法)
1/3

	長寿命化改良事業
	22
	－
	1,277,055
	1/3

	大規模改造事業
	545
	－
	5,470,478
	財政力指数１超 2/7

1以下1/3

	学校統合に伴う既存
施設の改修事業
	1
	－
	23,660
	1/2

	幼稚園施設の整備事業
	3
	－
	197,739
	1/3

	防災機能強化事業
	148
	－
	1,321,401
	1/3

	太陽光発電導入事業
	1
	－
	4,743
	1/2

	屋外教育環境施設
の整備事業
	2
	－
	25,906
	1/3

	交付金計
	753
	13,033
	9,709,724
	

	合　　　計
	781
	37,726
	12,862,091
	


※ 交付金事業については、令和元年度予算本省繰越分を含む。
（2）財産処分

　　○承認申請及び報告

　　　　　件数（建物関係）　12市町　22校（園）

２　府立学校管理費（学校維持管理費）に関する事務

　　府立学校の学校維持管理費については、各学校に適切な予算配当を行うとともに、円滑な学校運営を行えるよう指導・助言を行った。

　　　　　　　                                                            （単位：円）
	
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	高等学校
	施設財務課執行額
	1,251,948,886
	1,132,088,217
	1,021,805,932

	
	学校配当額
	2,605,807,875
	2,583,387,052
	2,758,347,181

	支援学校
	施設財務課執行額
	290,573,068
	276,136,691
	273,955,928

	
	学校配当額
	670,179,234
	678,007,933
	729,819,984

	　　合　　計
	施設財務課執行額
	1,542,521,954
	1,408,224,908
	1,295,761,860

	
	学校配当額
	3,275,987,109
	3,261,394,985
	3,488,167,165


３　自家用電気工作物保安業務の委託に関する状況
	
	高等学校
	支援学校
	計
	備　　　　考

	令和２年度
	135校

28,129千円
	41校

10,890千円
	176校

39,019千円
	

	令和元年度
	135校

28,081千円
	41校

10,791千円
	176校

38,872千円
	

	平成30年度
	135校

28,891千円
	41校

11,408千円
	176校

40,299千円
	


４　汚水処理施設維持管理業務の委託に関する状況
	
	高等学校
	支援学校
	計
	備　　　　考

	令和２年度
	12校

6,607千円
	5校

2,843千円
	17校

9,450千円
	

	令和元年度
	13校

7,334千円
	5校

2,761千円
	18校

10,095千円
	

	平成30年度
	13校

6,925千円
	5校

2,697千円
	18校

9,622千円
	


【施設管理グループ】
府立学校の維持管理と改修等による施設整備に努めた。
１　府立高等学校の維持管理（学校管理費）　　　　　　　　　　　　　　 　
府立高等学校の建物・運動場等の施設の維持補修等を行った。　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予　算　額
	1,281,901,000
	1,103,363,000
	1,518,989,000

	決　算　額
	1,189,868,707
	1,081,696,837
	1,486,447,383


２　府立高等学校の整備（学校建設費）　　　　　　　　　　　　　　        
府立高等学校の生徒及び教職員等の安全確保や良好な教育環境の保持・改善を図るため、施設・設備の改修工事等（ブロック塀改修工事、便所改修工事、体育館空調設備設置工事等）を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予　算　額
	3,710,908,000
	6,643,656,000
	8,180,552,000

	決　算　額
	3,365,702,533
	6,372,022,322
	7,655,424,690


３　府立支援学校の維持管理（学校管理費）　　　　　　　　       　　　　  
府立支援学校の建物・運動場等の施設の維持補修等を行った。　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予　算　額
	93,493,000
	102,708,000
	101,460,000

	決　算　額
	93,474,878
	102,621,071
	101,421,949


４　府立支援学校の整備（学校建設費）     　　　　　　　　　　　　　      
府立支援学校の児童・生徒及び教職員等の安全確保や良好な教育環境の保持・改善を図るため、施設・設備の改修工事等（空調機更新工事、昇降機更新工事、バリアフリー改修工事等）を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予　算　額
	1,522,203,000
	1,431,618,000
	2,486,118,000

	決　算　額
	609,397,826
	1,239,552,269
	1,528,236,787


５　府立学校及び閉校した府立学校の用地等の管理
(1) 学校の管理業務

1 委託料の予算額及び決算額の推移（過去3ヶ年）

                                                                         （単位：円）

	年　度
	令和2年度
	令和元年度
	平成30年度

	予　算　額
	404,106,000
	402,488,000
	362,961,000

	決　算　額
	367,802,593
	386,023,047
	361,959,074


2 学校警備業務の実施

ア　事業の目的

　　　　　　　教育効果の向上に資するため、府立学校の警備業務を民間会社に委託し、学校施設設備の管理・保全を行う。

イ　事業の概要

　　          全ての府立学校施設を対象に、警備員の配置、パトロールカーによる巡回及び警備機器の設置により、学校施設設備の管理・保全を行っている。

　　　　　 　・委託件数　　　24件

６　府立長吉高等学校環境整備事業

(1) 事業の目的

　　 長吉高等学校敷地内を大阪市の都市計画道路が通過していることから、両者の共存を図り、学校環境の確保に必要な措置を講じる。

(2) 事業の概要

　   平成10年度に工事中に必要となる仮設グランドが確保され、平成12年度に大阪市が道路本　

　  体工事に着手し、平成15年度末に完成した。府負担は、アンダーパス維持管理経費の2分の1である。

(3) 負担金実績の推移

　                                                                         （単位：円）

	年　度
	令和2年度
	令和元年度
	平成30年度

	予　算　額
	1,388,000
	5,985,000
	1,734,500

	決　算　額
	1,040,010
	4,933,621
	1,158,048


【技術管理グループ】
府立学校施設の改修等にともなう建築、電気設備、機械設備の現地調査、設計、積算、工事監理及び検査を行った。

　工事種別件数（明細別記）

	工　　事　　種　　別
	件数
	工　　事　　種　　別
	件数

	　大規模改修工事
	１
	　昇降機設備工事
	14

	　内部改修工事
	１
	　その他電気設備工事
	９

	その他建築工事
	10
	　空調設備工事
	20

	　ブロック塀改修工事
	23
	　その他機械設備工事
	６

	合計件数 84件（入札件数　75件　　随意契約件数 9件）


【歳入・会計指導グループ】
１　授業料等の徴収状況

府立高等学校（全日制・多部制単位制・定時制）及び支援学校の児童・生徒にかかる入学料、独立行政法人日本スポーツ振興センター共済掛金の徴収事務を行うとともに、授業料等の滞納債権の管理・徴収、法的措置などの事務を行った。
(1) 府立高等学校（全日制・多部制単位制・定時制）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	授 　業 　料

	R2
	109,670人
12,437,855,746
	108,666人
12,386,416,758
	305人
8,727,700
	699人
42,711,288

	
	R1
	112,461人
12,956,837,701
	111,430人
12,898,303,976
	234人
7,041,623
	797人
51,492,102

	
	30
	126,596人
13,517,977,701
	125,686人
13,457,125,013
	64人
3,754,199
	846人
57,098,489

	入学料
	R2
	32,232人
180,438,950
	32,227人
180,411,300
	2人
11,000
	3人
16,650

	
	R1
	35,358人
197,511,350
	35,351人
197,483,050
	0人
0
	7人
28.300

	
	30
	36,545人
203,869,250
	36,541人
203,847,250
	0人
0
	4人
22,000

	空調使用料

	R2
	109人
525,074
	1人
5,400
	36人
175,006
	72人
344,668

	
	R1
	135人
641,150
	7人
28,600
	19人
87,476
	109人
525,074

	
	30
	192人
898,359
	43人
198,314
	14人
58,895
	135人
641,150

	独立行政法人
日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	R2
	108,837人
206,592,855
	106,350人
203,311,073
	306人
457,571
	2,181人
2,824,211

	
	R1
	113,212人
214,307,945
	110,450人
210,405,180
	44人
358,521
	2,718人
3,544,244

	
	30
	116,440人
192,718,908
	113,063人
188,401,884
	357人
440,619
	3,020人
3,876,405

	計


	R2
	12,825,412,625
	12,770,144,531
	9,371,277
	45,896,817

	
	R1
	13,369,298,146
	13,306,220,806
	7,487,620
	55,589,720

	
	30
	13,915,464,218
	13,849,572,461
	4,253,713
	61,638,044


· 人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」の施行により、平成22年度から府立高等学校の授業料は不徴収とした。また、空調使用料も、「大阪府立高等学校における空気調節設備の使用にかかる料金の額を定める規則」を廃止し、不徴収とした。

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」が改正施行されたことにより、平成26年度入学生から、授業料を徴収することとなった。

 (2) 府立支援学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	独立行政法人
日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	R2
	8,667人

10,352,930
	8,619人
10,274,300
	―
―
	48人
78,630

	
	R１
	8,576人

10,489,580
	8,534人
10,429,830
	―
―
	42人
59,750

	
	30
	8,493人
9,333,940
	8,447人
9,266,670
	―
―
	46人
67,270


※　人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

(3) 府立中学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	独立行政法人
日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	R2
	357人
196,350
	357人
196,350
	―
―
	―
―

	
	R１
	358人
196,900
	358人
196,900
	―
―
	―
―

	
	30
	239人
131,450
	239人
131,450
	―
―
	―
―


※　人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

２　高等学校等修学支援制度

(1) 高等学校等就学支援金（全額国費負担事業）

平成26年度以降に府内公立高等学校に入学した所得基準内の世帯の生徒に標記支援金を支給し、当該生徒の授業料に充てるため、所要の審査・支給事務等を行った。

○根拠法令

・高等学校等就学支援金の支給に関する法律

①国費収入額

	就学支援金
交付金
	交付金対象生徒数　　　　  105,999人
収入額　　　　　　 11,747,120,586円
	（生徒数内訳）府内公立高等学校
全日制　　 102,195人

定時制　　　 2,861人

通信制　　　   943人

	事務費交付金
	収入額　　　　　　　　  93,943,000円
	

	合　　計
	11,841,063,586円
	


②就学支援金支出額

	就学支援金
	交付金対象生徒数　　　    105,999人
支出額　　　　　　 11,747,120,586円
	（生徒数内訳）府内公立高等学校
府立 　　　 92,790人

市立　　　  13,209人


(2) 国公立高等学校等奨学のための給付金（国費3分の1補助事業）

平成26年度以降に国公立高校に入学した市町村民税所得割額が非課税である世帯の生徒を対象に、当該生徒の授業料以外の教育費負担を軽減するため、標記給付金の審査・給付事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	奨学のための
給付金
	対象生徒数　　        19,588人
収入額　       1,054,047,700円
	（生徒数内訳）国公立高等学校
全日制　 　18,130人

定時制　　　1,183人

通信制　　　  275人


②支出額

	奨学給付金
	対象生徒数　　        19,588人
支出額　　　　 2,189,914,609円
	（生徒数内訳）国公立高等学校
府立　　　  16,530人

  市立　　　   2,902人

国立・府外　   156人


（給付額）　全日制・定時制　生活保護受給世帯　　　　　　　 32,300円

第１子の高校生がいる世帯　　　　　　　　　　　 84,000円
国費10/10として、通信費10,000円、上乗せ給付26,100円

第2子以降の高校生がいる世帯　　　　　　　　　129,700円
国費10/10として、通信費10,000円、上乗せ給付12,000円

通信制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 36,500円
国費10/10として、通信費10,000円、上乗せ給付12,000円

(3) 高等学校等学び直し支援金（全額国費補助事業）

高等学校等を中途退学した者が、再び高等学校で学び直す場合に、所得基準内の世帯の生徒に就学支援金の支給経過後も継続して標記支援金を支給し、当該生徒の授業料に充てるため、所要の審査・支給事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	学び直しへの支援
	対象生徒数　　　　　 170人
収入額　　     4,732,150円
	（生徒数内訳）
府内公立高等学校

全日制　　　　 23人

定時制　　　　144人

通信制　　　　  3人


②支出額

	学び直し支援金
	対象生徒数　　　　　 170人
支出額　　　　 4,732,150円
	（生徒数内訳）
府立高等学校　　　　129人

府内市立高等学校　　 41人


(4) 高等学校等家計急変への支援金（国費2分の1補助事業）

保護者等の失職等の理由で家計急変となった生徒に対して、授業料免除の緊急支援を行うため、所要の審査・免除事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	家計急変への支援
	対象生徒数　　　　　　　  7人
収入額　　　　　　　292,050円
	（生徒数内訳）
府立高等学校　 全日制　7人


３　府立学校事務に係る相談及び研修の企画・運営に関する事務

学校事務室からの相談対応及び知識の習得・向上に向けた研修を行った。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、一部の研修において、対面による研修を中止し、資料の配付を行った。

　　学校事務職員向け研修会開催数　　　　　　　

	研　修　名　称
	実施日
	参加者数

	府立学校新転任事務職員研修
	５月
	資料配付

	府立学校事務（部）長等研修
	５月
	資料配付

	府立学校事務職員研修
	５月
	資料配付

	府立学校事務職員研修
	９月14日、18日
	127名

	府立学校事務職員研修
	10月20日
	42名

	府立学校事務職員研修　
	１月
	資料配付


４　府立学校に対する査察等に関する事務
(1)査察は、府立学校における事務能率の向上を図るため、「大阪府立高等学校等査察要綱」
　（昭和32年制定）に基づき実地により毎年度実施している。

令和２年度は、学校徴収金等の会計処理の状況のほか関係課と連携しながら教務・服務の取扱状況について、査察を実施し、不正防止等の是正に努めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：校）
	
	査　　察　　実　　施　　校

	
	高等学校
	支援学校
	中学校
	合　　計

	定 期 査 察
	R２
	39
	13
	１
	53

	
	R１
	41
	13
	０
	54

	
	H30
	44
	14
	０
	58

	随 時 査 察
	R２
	０
	０
	０
	０


　 ※令和２年度は、55校予定していたが、新型コロナウイルスの影響により２校中止した。
≪令和２年度査察結果の状況≫
	指導結果

	改善を求
める事項
	文書指導
	口頭指導
	指導事項
なし
	合計

	
	２校
	30校
	21校
	０校
	53校


(2)　地方自治法第199条に基づく、監査委員事務局の府立学校に対する監査における、不備
事項等の措置に対する指導及び関係課との連絡調整を行った。　

≪令和２年度監査委員監査の状況≫　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	実地監査
	書面監査
	合　　計

	事務局監査
	28校
	151校
	179校

	監査委員現地視察
	―
	―
	―

	監査結果件数
	35件（17校）
	15件（11校）
	50件（28校）


　　　※実地監査対象校は、37校の予定だったが、新型コロナウイルスの影響により、９校が
書面監査に変更
(3)会計実地検査について
　　　平成16年4月から府立学校の予算執行機関の移行に伴い、大阪府財務規則第166号に
　　基づく会計局の実地検査により、不備事項等について関係課との連絡調整を行った。
≪令和２年度検査結果の状況≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	学校数
	指　　導　　結　　果※

	
	ア
	イ
	ウ
	エ
	合計

	179校
	１校
	94校
	55校
	13校
	163校


　　　※会計局の指導結果の内容は以下のとおり
アは、「改善・是正を要し、その措置報告を求める事項あり」
　　　　イは、「文書指導事項あり」
　　　　ウは、「口頭指導事項あり」
　　　　エは、「特記事項なし」

　　　　なお、16校については、新型コロナウイルスの影響により未実施。

